
令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　及び　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金対象事業　実施状況及び効果 （円）

No. 事業名 所管課 事業費 交付金充当額
（合計）

新型コロナウイルス感
染症対応地方創生

臨時交付金
充当額

物価高騰対応重点
支援地方創生臨時

交付金
充当額

事業概要 実績・成果等 効果（検証）

1

令和5年度東京都目黒区電
力・ガス食料品等重点支援給
付金【低所得者世帯給付金】

臨時給付金課 820,729,743 806,535,000 806,535,000 0

コロナ禍において物価高騰に直面する生活者への支援として、
令和5年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯へ、1世
帯あたり3万円の給付金を支給する。

［成果］
物価高の影響が大きい住民税非課税世帯に対して1世帯あ
たり3万円の給付金を支給した。
［実績］
住民税非課税世帯等：23,432世帯
給付費：702,960,000円
事務費：117,769,743円

電気・ガス等の物価高騰の影響が大きい住民税非課税世帯
に対して迅速に給付金を支給することで、区民の生活・暮らし
を守り、福祉の増進に大きく貢献した。

2

物価高騰対応重点支援給付
金（物価高騰対応臨時事
業：非課税世帯）

臨時給付金課 1,386,394,000 1,383,384,000 0 1,383,384,000

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うため、令和5年
度住民税非課税世帯に1世帯あたり7万円の給付金を支給
する。

［成果］
物価高の影響が大きい住民税非課税世帯に対して1世帯あ
たり7万円の給付金を支給した。
［実績］
住民税非課税世帯：18,734世帯
給付費：1,311,464,000円
事務費：75,000,000円

物価高騰の影響が大きい住民税非課税世帯に対して迅速に
給付金を支給することで、区民の生活・暮らしを守り、福祉の
増進に大きく貢献した。

3

令和5年度東京都目黒区電
力・ガス食料品等重点支援給
付金 及び　物価高騰対応重
点支援給付金

臨時給付金課 344,338,234 343,436,000 2,180,000 341,256,000

コロナ禍において物価高騰に直面する生活者への支援として、
令和5年度住民税均等割のみ課税世帯に1世帯あたり3万
円の給付金を支給する。

［成果］
物価高の影響が大きい住民税均等割のみ課税世帯に対して
給付金を支給した。
［実績］
住民税均等割のみ課税世帯：3,312世帯
給付費：327,120,000円
事務費：16,316,000円

コロナ禍において物価高騰の影響が大きい住民税均等割のみ
課税世帯に対して、迅速に給付金を支給することで、区民の
生活・暮らしを守り、福祉の増進に大きく貢献した。

4

物価高騰対応重点支援給付
金（物価高騰対応臨時事
業：非課税世帯）

臨時給付金課 131,989,607 124,639,500 0 124,639,500

物価高が続く中で子育てをしている低所得世帯への支援を行
うため、R5年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割
のみ課税世帯等の子供に対して、一人あたり5万円を給付す
る。

［成果］
物価高の影響が大きい住民税均等割のみ課税世帯に対して
給付金を支給した。
［実績］
給付対象事業：2,366人
給付費：118,300,000円
事務費：13,689,607円

物価高騰の影響が大きい住民税均等割のみ課税世帯に対し
て迅速に給付金を支給することで、区民の生活・暮らしを守
り、福祉の増進に大きく貢献した。

5
プレミアム付デジタル商品券事
業 産業経済・消費生活課 429,181,000 332,340,000 263,688,000 68,652,000

コロナ禍における物価高騰等の影響を受けた事業者への支援
を行うため、また、商店街および消費者のデジタル化を加速す
ることを目的として、商店街等で買い物に使えるプレミアム付き
デジタル商品券を販売し、事業者および区民生活を下支え
し、地域経済の活性化を図る。

［成果］
プレミアム率30％のデジタル商品券を発行し、物価高騰等の
影響を受けた事業者への支援及び区民生活を下支えをし、
地域経済の活性化を図った。
［実績］
販売セット数：164,911セット
プレミアム分：246,434千円
事務費：182,747千円

事業実施後のアンケートでは、店舗においては、売上増により
効果的であったとする割合が約5割に上った。また、利用者に
おいては、普段いかないお店で利用する方や新たに利用するお
店が出来たとする方の割合が約3割に上った。

6
令和５年度目黒区子育て応
援給付金 保育課 386,454,986 289,567,000 194,774,000 94,793,000

新型コロナウイルス感染症や物価高騰の長期化により、将来
への不安や精神的な苦痛が及んでいる世帯に対し、子どもを
守り育てる家庭の心労を見舞い、18歳以下の児童を養育す
る世帯に対し、区独自に児童1人当たり1万円の現金を給
付。

［成果］
物価高騰の影響が大きい子育て世帯に対して支援を行うこと
ができた。
［実績］
給付対象事業：37,637人
給付費：376,370,000円
事務費：10,084,986円

物価高騰の影響が大きい子育て世帯に対して迅速に給付金
を支給することで、区民の生活・暮らしを守り、福祉の増進に
大きく貢献した。

7

区立小・中学校給食保護者負
担ゼロ及び給食食材購入費の
補填（物価高騰対策臨時事
業）

学校運営課 64,885,968 40,005,000 0 40,005,000

コロナ禍において物価高騰の影響を受ける児童生徒の保護者
の経済的負担を軽減するため、給食費の保護者負担をゼロに
すること並びに給食食材費の追加支援を行う。

［成果］
令和5年4月から令和6年3月までの学校給食の運営に要す
る経費のうち保護者が負担すべき経費を一部公費により負担
したことで、物価高騰で苦しむ保護者の負担を軽減することが
できた。
［実績］
物価高騰分公費負担単価
小学校：9円
中学校：10円
事業費：64,885,968円
（児童・生徒数×物価高騰分公費負担単価×給食日数）

物価高騰の影響により高騰している給食食材費を補填するこ
とにより、献立の多様性や質、栄養価を維持することが出来
た。
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8

物価高騰対応重点支援給付
金（物価高騰対応臨時事
業：住民税均等割のみ課税
世帯、こども加算、調整給付）

臨時給付金課 26,419,500 26,419,500 0 26,419,500

物価高が続く中で低所得世帯への支援（令和５年度及び
令和６年度均等割のみ課税化世帯、令和６年度非課税化
世帯に対して１世帯あたり10万円の給付、子ども１につき5
万円の加算）及び定額減税を補足する給付を実施する。

［成果］
低所得世帯への支援及び定額減税を補足する給付を行うこ
とができた。
［達成状況］
・令和5年度均等割のみ課税世帯：3,301世帯
・令和6年度非課税化世帯：4,577世帯
・令和6年度均等割のみ課税化世帯：1,472世帯
・子ども加算：758人
給付費：25,030,000円
事務費：1,862,000円
※令和６年度実施分にも充当予定

物価高騰の影響が大きい低所得世帯及び定額減税を補足
する給付をすることで、区民の生活・暮らしを守り、福祉の増進
に大きく貢献した。

合計 3,590,393,038 3,346,326,000 1,267,177,000 2,079,149,000


